
子ども・子育て支援事業計画における量の見込み及びその算出方法について 

 

１．量の見込みについて  

子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育事業、地域子ども・子育て支

援事業の量の見込み（＝どのくらいの需要があるのか）、対応する提供体制の確

保の内容、実施時期（＝いつ・どのくらい供給するのか）を定める。 

市町村は計画の作成にあたり、各事業の現在の利用状況及び利用希望把握調

査（ニーズ調査）を踏まえて、各事業の量の見込みを推計し、具体的な目標設

定を行う。 

量の見込みには、国が定める算出方法に基づき、下記の「全国共通で「量の

見込み」を算出する項目」の事業について、子ども・子育て支援事業計画で定

める教育・保育提供区域ごとに量の見込みの算出を行う。 

ただし、国の示す算出は計画における量の見込の標準的な算出方法を示すも

のであり、子ども・子育て会議等の議論等を踏まえたより効果的、効率的な方

法による算出を妨げるものではない。ただしこの場合においても、「潜在ニーズ

を含めて量の見込を把握し、それに対応する確保方策を定める」という制度の

基本的な考え方を踏まえる必要があることに留意する。 

 

全国共通で「量の見込み」を算出する項目 

 対象事業 対象児童年齢 

１ 教育標準時間認定（認定こども園および幼稚園）  

＜専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭＞ 

3～5歳 

２ 

 

保育認定①（幼稚園）  

＜共働きであるが幼稚園利用のみの家庭＞ 

3～5歳 

保育認定②（認定こども園及び保育所） 3～5歳 

３ 保育認定③（認定こども園及び保育所＋地域型保

育） 

0歳、1・2歳 

４ 時間外保育事業 0～5歳 

５ 放課後児童健全育成事業 小学校1～3年生、4

～6年生 

６ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイラ

イト別） 

0～18歳 

７ 地域子育て支援拠点事業 0～2歳 

８ 一時預かり事業  

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり  

・その他 

 

3～5歳  

0～5歳 
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９ 病児保育事業 0～5歳、小学校1～

6年生 

１０ 子育て援助活動支援事業  

（ファミリー・サポート・センター事業） 

0～5歳、小学校1～

3年生、 4～6年生 

１１ 利用者支援事業 0～5歳、小学校1～

6年生 

 

 

２．量の見込みの算出方法 

２－１．ニーズ調査結果の父母の有無、就労状況から「家庭類型」を分類 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプA ひとり親家庭 

タイプB フルタイム×フルタイム 

タイプC フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月１２０時間以上＋下限時間（６４時間～１２０時

間の一部） 

タ イ プ

C’ 

フルタイム×パートタイム 

（就労時間：月６４時間未満＋下限時間（６４時間～１２０時間

の一部） 

タイプD 専業主婦（夫） 

タイプE パートタイム×パートタイム 

（就労時間：双方が月１２０時間以上＋下限時間（６４時間）～

１２０時間の一部） 

タ イ プ

E’ 

パートタイム×パートタイム 

（就労時間：いずれかが月１２０時間以上＋下限時間（６４時間）

～１２０時間の一部） 

タイプF 無業×無業 

下限時間：保育の必要性の下限時間（第６回会議より現行の水準を引き継ぎ、

６４時間を下限とする。） 

 

２－２．家庭類型の算出 

（１）タイプA（ひとり親家庭）の算出方法 

①調査票問４で「１．母親」「２．父親」のいずれかを選択 

②問５で「２．配偶者はいない」を選択 

①かつ②を満たしている方をタイプAと設定 



 

 

（２）タイプB～Fの算出方法 

   タイプAを除き、調査票問１２、問１２－１、問１５、問１５－１、 

問１６の回答結果より下記の表にてB～Fを設定 

クロス集計によるタイプB～F（３～５歳の設定）   

 

母親 

 

 

 

 

父親 

１．フルタ

イ ム 就 労

２．育休・

介護休業中 

３．パートタイム就労 

４．育休・介護休業中 

５．現在は就

労していない 

６．就労した

ことがない 

１２０時間以

上 

１ ２ ０

時 間 未

満 ６ ４

時 間 以

上 

６ ４ 時 間

未満 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

タイプB タイプC タイプC’ タイプD 

３．パート

タイム就

労 

４．育休・

介護休業

中 

１ ２ ０ 時

間以上 

タイプC タイプE  

 

 

 

タイプE’  

１ ２ ０ 時

間 未 満 ６

４ 時 間 以

上 

タイプC’  

６ ４ 時 間

未満 

５．現在は就労していな

い 

６．就労したことがない 

タイプD タイプF 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

２－３．潜在的な家族類型の算出方法 

潜在的な家族類型＝現在の家族類型に母親の就労状況の変化に着目し、母親の

就労状況の変更希望を加味したもの 

（例）現在、（父親がフルタイムで）無職の母親がフルタイムで働くことを希望

し、実現できる見込みがあるを選択した回答者をタイプBとしてカウントする。 

タイプDから除き、タイプBに加える。 

 

現在の家庭類型D              潜在家庭類型B 

父親 フルタイム              父親 フルタイム 

母親 無職                 母親 フルタイム  

 

 

 

 

 

 



 
 

０歳～就学前    

 

 

 

 
現在 潜在 

    割合 割合 

タイプＡ ひとり親 0.05 0.05 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 0.46 0.50 

タイプＣ 
フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間

の一部） 
0.12 0.12 

タイプＣ’ 
フルタイム×パートタイム（下限時間未満＋下限時間～120時間

の一部） 
0.09 0.13 

タイプＤ 専業主婦（夫） 0.29 0.20 

タイプＥ 
パート×パート(双方月 120時間以上＋下限時間～120時間の一

部） 
0.00 0.00 

タイプＥ’ 
パート×パート（いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間

の一部） 
0.00 0.00 

タイプＦ 無業×無業 0.00 0.00 

全体  1.0 1.0 



２－４．量の見込の算出方法 

①各年度の推計児童数を事業ごとに潜在家族類型の割合を乗じて、家庭類型別

児童数を算出する。 

②①の家庭類型別児童数に利用意向率を量の見込みを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

※地域子育て支援拠点事業等、延べ利用者数で「量の見込み」を算出する事業

については、 利用したい回数・日数等を掛け合わせる。 

 

（例） １号認定＝３歳から就学前で教育のみ必要な子ども（利用する施設と

しては、認定こども園及び幼稚園） 

【対象となる家庭類型】 

    潜在タイプC’、潜在タイプD、潜在タイプE’、潜在タイプF 

    【対象年齢】 

    ３歳以上 

    【利用意向率】 

    問１６に回答したもののうち、「１．幼稚園」もしくは「４．認定こど

も園」を選択した者の割合を算出する。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭類型別児

童数（人） 

利用意向率 

（割合） 
量の見込み 

推計児童数 
潜在家庭類型

（割合） 

家庭類型別児

童数（人） 



 

■３歳～就学前家庭のみ＜家族類型別児童数の算出＞ 

 

    
a:推計児

童数（人） 
  

b:潜在家族類

型（割合） 
  

c:家族類型

別児童数 

タイプＡ ひとり親 

5,256 

× 0.074 = 386 

タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.409 = 2,151 

タイプＣ 

フルタイム×パートタイム

(月120時間以上＋下限時間

～120時間の一部） 

× 0.127 = 670 

タイプ

Ｃ’ 

フルタイム×パートタイム

（下限時間未満＋下限時間

～120時間の一部） 

× 0.189 = 992 

タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.199 = 1,043 

タイプＥ 

パート×パート(双方月120

時間以上＋下限時間～120

時間の一部） 

× 0.000 = 0 

タイプ

Ｅ’ 

パート×パート（いずれかが

下限時間未満＋下限時間～

120時間の一部） 

× 0.000 = 0 

タイプＦ 無業×無業 × 0.002 = 13 

              

＜量の見込みの算出＞           

１号認定（認定こども園及び幼稚園）           

    

c:家族類

型別児童

数 

  
d:利用意向率

（割合） 
  

e:量の見込

み（人） 

タイプ

Ｃ’ 

フルタイム×パートタイム

（下限時間未満＋下限時間

～120時間の一部） 

992 × 0.908 = 901 

タイプＤ 専業主婦（夫） 1,043 × 0.888 = 926 

タイプ

Ｅ’ 

パート×パート（いずれかが

下限時間未満＋下限時間～

120時間の一部） 

0 × 0.000 = 0 

タイプＦ 無業×無業 13 × 1.000 = 13 
 

                                 



３．算出結果及び補正について 

※結果については、資料「教育・保育事業の量の見込み」及び「地域子ども・

子育て支援事業の量の見込み」参照 

 

・市町村は量の見込みに対応する確保方策を定めることとなっており、量の見

込みを過大に見込んでしまった場合、実際の利用がなければ、事業実施者に

損失を生じさせてしまう可能性がある。 

・平成３１年度（保育は平成２９年度）までに実現すべき数値目標として妥当

な水準とし、計画としての実効性をもたせる必要がある。 

 

◎そのため、算出結果と現状を比較し、ニーズが過大に見込まれている事業

について、潜在ニーズを考慮しつつ、現実的な利用希望となっているのかを

検証し、必要な補正を行わなければならない。 

 


